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我が国の地方都市では，人口減少，少子高齢化の進行に伴い，郊外への大型ショッピングモールの進展

により，商店の撤退，中心市街地の衰退，高齢者などの買い物弱者の増加といった問題が発生しており，

持続可能な都市構造への転換が求められている．また，アクセシビリティを用いた都市分析では，主に単

一の施設に着目しているものが多く，財・サービスを考慮している研究はほとんどない．本研究では，立

地適正化計画などの政策に有用な情報を提供するため，財・サービスに着目したアクセシビリティ指標を

用い，居住地の利便性評価を行なうことを目的とする．分析の結果，財・サービスごとにアクセシビリテ

ィが異なることや，多くの必需品を獲得できる利便性の高い地域とそうではない空白地域が存在している

ことが明らかとなった． 
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1. はじめに 

近年，我が国では人口減少と少子高齢化が進行するに

伴い，都市のスプロール化，空き家の増加，中心市街地

の衰退等さまざまな問題を抱えている．その中で地方都

市における問題点として高齢者をはじめとした交通弱者

の買い物難民化が挙げられる．人口減少による営業難や

郊外に進展する大型ショッピングセンターなどの影響に

より近隣の商業施設が閉店するケースが多く，利用でき

る店舗までの距離が遠い地域が多く存在する．この際，

距離による負担の多い交通弱者は買い物難民になる可能

性が懸念される．また，商業施設の中でも日常的に買わ

なければならない食料品を提供しているような店舗は，

その立地により生活の質が大きく変化してくる可能性が

ある．さらに，モータリゼーションの進展などの影響に

より自動車利用を前提とした生活スタイルが浸透し，鉄

道やバスの利用者は減少しており，廃止やサービスレベ

ルを下げることが実施される事例も少なくない．これに

より自宅から歩いていけるような範囲に生活利便施設が

存在しないような居住地では，自動車を使えない高齢者，

未成年者また，自動車を使わない層の人々にとっては日

常生活を送るのに最低限必要な財，サービスを受けるこ

とさえも困難になるといえる． 

こういった問題を改善し，公共交通の充実や歩いて暮

らせる街づくりを推進するために，平成26年8月には改

正都市再生特別措置法が施行され，立地適正化計画によ

り，都市内に「居住者誘導区域」および「都市機能誘導

区域」を定めることが可能となった．現在，200近くの

自治体が政策に取り組み，より一層都市のコンパクト化

支援に関する研究への関心が高まっているが，これらの

誘導区域設定のためにはより詳細な範囲での都市分析が

必要だと考えれれる．そこで，本研究では，立地適正化

計画等に有用な基礎情報を提供するため，生活するうえ

で必要な施設を分類し，各施設ごとにどのような財・サ

ービスを提供しているのかを明らかにしたうえで，アク

セシビリティ指標を用い各施設と各居住地間の生活利便

性の総合的な評価を行なうことを目的とする． 

2. 既存研究と本研究の位置づけ

アクセシビリティ評価に関する既存研究では，主に生

活利施設までの距離や所要時間を用いてアクセシビリテ
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ィを評価する研究1）が多い．また，単一の施設へのアク

セシビリティ評価2）3）を行なうものがほとんどであり，

複数の施設への利便性を総合的に評価している研究はあ

まり見られない．また，施設といっても一概にその施設

で提供されている財・サービスの量や質の違いを考慮し

ている研究はほとんどみられない．しかし，同種類，同

規模の施設であっても，得られる財・サービスの種類が

異なれば買い物施設としての利便性は大きく違ってくる

ため，施設内でどのような財・サービスがどれだけ獲得

できるのかを考慮することは重要であると考えられる．

そこで，本研究では，立地適正化計画やコンパクトシテ

ィ政策に有用な基礎情報を提供するため，生活するうえ

で必要な施設を分類し，各施設ごとにどのような財・サ

ービスを提供しているのかを明らかにしたうえで，アク

セシビリティ指標を用い各施設と各居住地間の生活利便

性の総合的な評価を行なうことを目的とする．また，居

住地ごとに生活必需品をどれだけ獲得できているか明ら

かにするために，必需品獲得割合を算出した． 

3. 既存研究と本研究のアクセシビリティ指標

（1）アクセシビリティ指標 

アクセシビリティ指標4）はこれまでに空間分離型

（spatial separation）5)，累積機会型（cumulative opportunities）
6)，重力型（gravity）7)，効用型（utility）7)8)，時空間型

（time-space）9)など，様々な種類の指標が提案されてい

る．空間分離型は主に二点間の距離を用いてアクセシビ

リティを相対的に求めるものであり，アクセシビリティ

指標の中で最も簡易な指標の一つである．累積機会型は

二点間の距離に加え，その距離内に存在する機会数を考

慮するものである．この指標は測定された単位が明快で

あり，分析対象地域を分割する必要がない特長がある．

これに対し，重力型（またはポテンシャル型）は距離減

衰を考慮していることが特徴である．パラメータを変え

ることによって，さまざまなアクセシビリティを得るこ

とができるが，何を適用するかによって結果が大きく異

なるため，パラメータは慎重に設定しなければならない．

重力型と効用型はどちらも距離と移動時間の両方を考慮

するもので考え方は同じとされている．また，これらの

指標は測定値が大きいほどアクセシビリティが高いこと

を示し，集計レベルでは最も有用な手段とも評価されて

いる．しかし，効用型では複雑な計算や，多くのデータ

が必要といったデメリットも存在する．時空間型は個人

の空間的・時間的制約を考慮したアクセシビリティ指標

であり，時間と空間の2軸で交通行動を表現する時空間

プリズムを用いて評価するものである．個人の多様性や

交通サービスレベル等の違いを緻密に考慮できる一方，

個人の詳細な交通行動データを必要とするため，データ

収集や加工に困難が伴う指標ともいえる．これらの指標

は，研究や分析項目によってそれぞれ適しているものを

選択することが重要である．本研究では，機会を財・サ

ービスとし，居住地から徒歩圏内でどれだけの機会を獲

得できるかを多様な交通モードで評価することが可能な，

累積機会型（cumulative opportunities）のアクセシビリティ

指標を使用する． 

（2）本研究で用いるアクセシビリティ指標 

本研究では居住地から施設までの買い物利便機会をカ

ウントすることができる累積機会型のアクセシビリティ

指標(1)を使用する．また，各財・サービスの売り場面

積の対数線形和を式（2）のようにとることにより，

財・サービスの量だけでなく種数の多さを評価可能とし，

財・サービスがより多様なほど高い評価値となるように

した． 
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i:居住地 

j:施設 

k:施設タイプ 

n:施設 jに売られている財・サービスの中分類の種類 

𝐴𝐶𝑖
𝑚.𝑘:交通モード mによる施設タイプkへの居住地 iの

アクセシビリティ

𝐷𝑗
𝑘:施設タイプ kの施設 jに売られている財・サービス

機会の評価値

𝐴𝑗,𝑛
𝑘 :施設タイプ kの施設 jの財・サービス n種ごとの中

分類売り場面積

𝑡𝑖,𝑗
𝑚:居住地 iから施設 jまでの交通モード mの所要時間

T:居住地 iからの最大到達時間

本研究では徒歩に着目した買い物利便性を算出するた

め，交通モードｍはトリップ内に徒歩を使用する，徒歩，

バス，電車の3パターンとする．所要時間tについては,

地理情報システム ArcGISの Network Analystに基づき，

100ｍメッシュの居住地ゾーンの中心点を起点とし，道

路距離で施設までの最短経路を算出した．また，徒歩は

一律時速4.8kmとし，居住地ゾーンの基点より徒歩圏内

といわれる 10 分圏内の到達可能施設を対象とした．バ

スは居住地ゾーンの基点から最寄りバス停への所要時間

と施設とその施設の最寄りバス停の時間を足し合わせ

10 分圏内の施設を対象とし，同じく電車は居住地ゾー

ンの基点から最寄り駅への所要時間と施設とその施設の
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最寄り駅の時間を足し合わせ 25 分圏内の施設を対象に

計算を行った．鉄道，バスにおける到達施設までの時間

圏内の決定は，第 5回全国パーソントリップ調査（中京

都市圏総合都市交通計画協議会）より，代表交通手段の

鉄道，バス以外で要した時間を算出し，利用者の 90％

をカバーできる 25 分，10 分という値をそれぞれ採用し

た．また，鉄道やバスを使用した際，交通機関を利用す

るより徒歩を利用したほうがアクセシビリティ値が高い

場合はその居住地ゾーンは徒歩のアクセシビリティ値を

使用するものとした．売り場面積 Aは，各施設の延べ床

面積をその施設で獲得可能な財・サービスの個数で割っ

たものとし，財・サービスの量の代用指標とした．なお，

大型の総合スーパー8 店舗は，施設のフロアマップを参

考に駐車場や廊下などの床面積を除外し，個々の売り場

面積を算出している． 

4. 研究方法および使用するデータ

（1）対象都市 

本研究の対象都市として愛知県瀬戸市を選定した．瀬

戸市では現在，人口減少，少子高齢化が問題に挙げられ，

かつては焼き物の街として尾張瀬戸駅周辺に賑わいを見

せていた中心市街地も商業施設等が撤退し，衰退の一途

をたどっている．それに伴い，空き家の増加，建物の老

朽化といった問題が多く発生しており深刻な問題となっ

ている． 

（2）100ｍメッシュ居住地ゾーンの作成 

生活利便性を評価する際の各居住地の人口分布につい

ては，徒歩の分析を行うにあたり，なるべく詳細なゾー

ンでアクセシビリティを表現するため，国土技術政策総

合研究所が作成している「アクセシビリティ指標活用の

手引き（案）」10）の手法を用いて，100ｍメッシュの人

口分布を作成した．平成22年度国勢調査，500ｍメッシ

ュ人口総数および，国土数値情報より土地利用細分デー

タを使用し，100ｍメッシュの土地利用細分データから

人が住んでいると考えられる居住地のみを抽出した．抽

出した居住地に国勢調査の500ｍメッシュ人口をそれぞ

れ均等に振り分けることで100ｍメッシュ内における人

口総数を求め，100ｍメッシュの居住地を作成した．図

-1に結果を示す．その結果，瀬戸市におけるメッシュ総

数は2414個となった．

図-1 100mメッシュ居住地ゾーン 

5.施設と財・サービスの分類および対応表の作成 

（1）施設の分類 

施設分類をおこなう際，基となる施設データとして延

べ床面積などの施設特性を詳細に把握することができる

株式会社ゼンリンの建物ポイントデータ（2012年度版）

を使用した．この建物ポイントデータ内の建物分類リス

トのうち，財・サービスを提供している施設カテゴリー

を，iタウンページと経済産業省商業統計調査を使用し

より詳細に再分類した．その結果，38項目計1543施設に

分類することができた．この結果を下の表-1に示す． 

表-1 施設の分類結果と施設数 

総合スーパー

（8） 
商業系建物（95） 

美容室，理容室

（61） 

食料中心スーパ

ー（2） 

その他量販店

（8） 
動物病院（7） 

コンビ二エンス

ストア（29）
商業複合系（57） 金融保険（24） 

薬局・ドラッグ

ストア（48）
本屋（3） 

スポーツ施設

（19）

１００円ショッ

プ（3） 
家電量販店（9） 娯楽（20） 

菓子店（17） 家具量販店（4） 
医療，福祉

（201） 

青果物店（8） レンタル（9） 公共施設（96） 

酒屋（18） 自動車（82） 
幼稚園，保育園

（39） 

食肉店（3） 
ホームセンター

（3）
小学校（20） 

米屋（11） 飲食（264） 中学校（9） 

食品（30） 冠婚葬祭（5） 高校（6） 

雑貨（184） 生活関連（14） その他教育（74） 

衣料（36） 
クリーニング

（15）

（2）財・サービスの分類 

財・サービスへのアクセシビリティに着目する際，

第 53 回土木計画学研究発表会・講演集

 2890



財・サービスといっても多くの種類のものが存在してい

るため，どのような財・サービスへアプローチするのか

を決定する必要がある．そこでまず，財・サービスの分

類として家計調査の家計収支，消費支出項目より大分類

10項目，中分類39項目，小分類72項目に分類した．下に

財・サービスの分類例として食料品の分類例の一部を挙

げる． 

表-2 財・サービスの食料品分類表の例 

大分類 中分類 小分類 

食料 穀類 米 

パン 

麺類 

他の穀類 

魚介類 生鮮魚介 

塩干魚介 

魚肉練製品 

他の魚介加工品 

肉類 生鮮肉 

加工肉 

乳卵類 牛乳 

乳製品 

卵 

野菜・海藻 生鮮野菜 

乾物・海藻 

大豆加工品 

他の野菜・海藻加工品 

果物 生鮮果物 

果物加工品 

油脂・調味

料 
油脂 

調味料 

菓子類 菓子類 

調理食品 調理食品 

飲料 飲料 

酒類 酒類 

（3）対応表の作成 

再分類化した施設カテゴリーの各施設でどのような

財・サービスを提供しているかを決定するために各施設

ごとの財・サービスの対応付けを行った．上記の表を見

てわかるように大分類の項目では分類が粗く，小分類の

項目では分類が細かすぎ，実際の買い物行動を忠実に再

現しているとはいえない．そこで，本研究では中分類の

項目を採用し，各施設と財・サービスの対応付けを行っ

た．この際，対応付けの決定方法として各施設のホーム

ページの参照や，施設の現地調査を行い対応付けを行な

った．また，専門店等，店舗ごとに異なりがある総合ス

ーパーの8店舗に関しては1店舗ごとに施設のフロアマッ

プ等を用い対応付けを行った．その結果の一部を表-3に

示す． 

表-3 財・サービスと施設の対応表の例 

6. 結果

（1）食料品アクセシビリティ 

アクセシビリティ指標（3）により算出した徒歩，電

車＋徒歩，バス＋徒歩の結果を図-2，3，4にそれぞれ示

す．ここでは，例として食料品の財・サービスを有して

いる施設へのアクセシビリティの結果を示す．その結果，

徒歩ではそれぞれの施設カテゴリーの売り場面積が大き

い施設を有する居住地ゾーンを中心にアクセシビリティ

値が高くなり，郊外へ行くにつれ，施設数が減少するこ

とから除所に値が小さくなる傾向があることがわかった．

また，中心市街地周辺の居住地でも，アクセシビリティ

の低い地域がみられた．電車＋徒歩の場合には，駅を中

心に，アクセシビリティ値が集中して高くなっており，

周辺に駅を有しない居住地では極めて低い値となり，大

きな地域差が生じていることがわかった．バス＋徒歩の

場合では，市内全域のアクセシビリティが高く，多くの

地域をカバーできる結果となった．瀬戸市内はバス停の

数が171個存在しており，それらが満遍なく設置されて

いるためだと考えられる．また，どの交通モードでも，

アクセシビリティが0の空白地域が存在しており，食料

品を獲得することが困難な地域といえる． 

図-2 徒歩アクセシビリティ（食料品） 
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図-3 電車＋徒歩アクセシビリティ（食料品） 

図-4 バス＋徒歩アクセシビリティ（食料品） 

（2）必需品獲得割合 

次に，徒歩 10 分圏内における必需品獲得割合を図-5

に示す．なお本研究では，統計局家計調査，収支項目分

類より，支出弾性力を財・サービスの変化割合/消費支

出変化割合とし，1 未満を必需品，1 以上を贅沢品とし，

中分類 39 種から生活必需品として，22 種を抽出した．

その結果，多くの地域で高い獲得率を有していることが

確認できた．しかし，中心市街地周辺の居住地でも，獲

得率 50％程度と高いとはいえない値となった．郊外で

は獲得率 30％以下の居住地ばかりで，0％の空白地帯も

存在しており，これらの地域では高齢者などの自動車を

利用できない層の人々は買い物弱者化することが懸念さ

れる．また，図中○のような人口集中地域でも必需品を

満足に獲得できていないことがわかった．この地域は菱

野団地と呼ばれる地区で，建物の老朽化，人口減少，商

業施設の撤退による買い物弱者の増加など多くの問題を

抱える地区であることがわかった．また，鉄道駅からや

や遠く自動車中心の生活になっている地域である．こう

いった地域などで歩いて財・サービスを獲得できるよう

にするための施策などが必要だと考えられる． 

図-5 徒歩 10分圏内における必需品獲得割合 

7. おわりに

本研究では，生活するうえで必要な施設を分類し，各

施設ごとにどのような財・サービスを提供しているのか

を明らかにしたうえで，アクセシビリティ指標を用い各

施設と各居住地間の生活利便性の総合的な評価を行なっ

た．また，必需品獲得割合を算出した．以上の結果から，

食料品を獲得しづらい地域が存在していることや必需品

を満足に得られない地域が多く存在していることがわか

った．そのため，今後，こういった利便性の低い地域か

ら必需品を獲得できる地域への居住の誘導を行なう必要

があると考えられる．また，中心市街地までのアクセシ

ビリティを高める施策を行なうことや，商業施設の立地

の誘導・再編を検討していく必要があると考えられる． 
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